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新しい資本主義実現会議とは
 新しい資本主義実現本部（※１）の下、「成長と分配の好循環」と「コロナ後の新しい社会の開拓」

をコンセプトとした新しい資本主義（※２）を実現していくため、それに向けたビジョンを示し、そ
の具体化を進める会議。

 構成員
内閣総理大臣（議長）
新しい資本主義担当大臣、内閣官房長官（副議長）
財務大臣、厚生労働大臣、経済産業大臣
その他内閣総理大臣が指名する国務大臣及び内閣総理大臣が指名する有識者

翁 百合 株式会社日本総合研究所理事長
川邊 健太郎 Ｚホールディングス株式会社代表取締役社長
櫻田 謙悟 経済同友会代表幹事
澤田 拓子 塩野義製薬株式会社取締役副社長兼ヘルスケア戦略本部長
渋澤 健 シブサワ・アンド・カンパニー株式会社代表取締役
諏訪 貴子 ダイヤ精機株式会社代表取締役社長
十倉 雅和 日本経済団体連合会会長
冨山 和彦 株式会社経営共創基盤グループ会長
平野 未来 株式会社シナモン代表取締役社長ＣＥＯ
松尾 豊 東京大学大学院工学系研究科教授
三村 明夫 日本商工会議所会頭
村上 由美子 MPower Partners GP, Limited. ゼネラル・パートナー
米良 はるか READYFOR 株式会社代表取締役ＣＥＯ
柳川 範之 東京大学大学院経済学研究科教授
芳野 友子 日本労働組合総連合会会長

（※１）新しい資本主義を実現していくため、内閣に設置。本部長を内閣総理大臣、副本部長を新しい資本主義担当大臣及び内閣官房長官、本部員を他の全ての国務大臣で構成。

（※２）「緊急提言～未来を切り拓く「新しい資本主義」とその起動に向けて～」（令和３年11月８日新しい資本主義実現会議）では、新しい資本主義について以下のように指摘している。
「1980年代以降、短期の株主価値重視の傾向が強まり、中間層の伸び悩みや格差の拡大、下請企業へのしわ寄せ、自然環境等への悪影響が生じており、政府、民間企業、大学等、地域社会、国民・生
活者が課題解決に向け、それぞれの役割を果たしていく必要がある。民間企業において人的資本など未来への投資を強化することで、中長期的に稼ぐ力を高め、その収益を賃上げ等の分配や更なる未
来投資へ循環させることで持続的な成長を実現する。そして、現場で働く従業員や下請企業も含めて、広く関係者の幸せにつながる、多様なステークホルダーを重視した、持続可能な資本主義を構築
していく。市場機能の活用により経済成長を実現することを基本としつつ、不十分な部分については政府が適切に補完することを通じて、官民が連携し、新しい時代の経済を創る必要がある。」

※敬称略
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第４回新しい資本主義実現会議の概要

 議事を「科学技術」と題し、令和４年３月８日（火）に開催。４名の有識者よりプレゼン。再
生・細胞医療・遺伝子治療分野に関して、山中伸弥京都大学iPS研究所所長（当時）よりプレゼン。

 会議の取りまとめとして、岸田総理大臣から以下のとおり表明がなされた。

本日は、科学技術をテーマにして、研究者の皆様に現状を御説明いただいた上で、委員の皆様に議論を行っていただきました。

科学技術は、社会的価値を追求する手段として、新しい資本主義実現の重要な柱です。近年の我が国は、個々の研究分野の間に垣根
があり、研究内容も近視眼になりやすく、若い研究者の潜在能力をいかし切れていない、企業による具体的ニーズを念頭に置いていな
い、といった問題点が指摘されています。
官民の連携を深め、日本の将来を見据えて、創造的な研究を生み出す制度に変えていかなければなりません。特に潜在能力の高い若い研究者の卵
の皆さんに対して、将来につなげるチャンスを提供することを、国を挙げて考えてまいります。
このような視点を持って、量子技術については、他の技術分野との融合やこれを応用する分野の研究も視野に入れつつ、有志国との連携を念頭に置い

て、国家戦略を策定いたします。
ＡＩ（人工知能）については、ディープラーニングを重要分野として位置付け、企業による実装を念頭に置いて国家戦略の立案を進めてまいります。

再生・細胞医療・遺伝子治療については、患者さん向けの治療法の開発や創薬など実用化開発を進めてまいりま
す。
バイオものづくりについては、経済成長と地球温暖化などの社会課題の解決の二兎（にと）を追える研究分野として推進してまいります。
クリーンエネルギー分野では、再エネや水素に加え、小型原子力や核融合など非炭素電源の研究開発を進めます。

これら５分野で日本が世界をリードしていく明確な決意の下、大胆かつ重点的な投資を行います。
２０２５年の大阪・関西万博では、我が国の最新技術を披露し、未来社会への我が国の世界への貢献をしっかりと提示していきます。
研究開発投資には個々の企業の私的収益の２．５倍を超える外部経済があるとの研究があります。この外部経済を内部化するため、研究開発投資の抜

本強化が必要です。

私自身が先頭に立って、専門家の協力を得つつ、この春にまとめる新しい資本主義の実行計画に、科学技術政策についての強
い国家意志を盛り込んでいきたいと考えております。

出典：首相官邸ホームページ 3



参考資料
（当日の会議資料関連部分抜粋）
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資料２ 論点案（科学技術）【抜粋】
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資料１ 基礎資料【抜粋】
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資料５ 山中伸弥京都大学ｉＰＳ細胞研究所所長提出資料
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